
「様々な社会問題を解決するための研究開発・社会実装の推進と

総合知の活用」の深掘分析

2024年2月

資料４



2

章 節 項

第１章
基本的考え方

１．現状認識
（１） 国内外における情勢変化
（２） 情勢変化を加速させた新型コロナウイルス感染症の拡大

２．「科学技術イノベーション政策」としての
第6期基本計画

（１） 我が国の科学技術基本計画に基づく科学技術政策の振り返り
（２） 25年ぶりの科学技術基本法の本格的な改正
（３） 第6期基本計画の方向性

３．Society5.0という未来社会の実現
（１） 我が国が目指す社会（Society5.0）
（２） Sociery5.0の実現に必要なもの
（３） 我が国の価値観の世界への問いかけとSociety5.0

１．国民の安全と安心を確保する
持続可能で強靭な社会への変革

（１） サイバー空間とフィジカル空間の融合による新たな価値の創出
（２） 地球規模課題の克服に向けた社会変革と非連続的イノベーションの推進
（３） レジリエントで安全・安心な社会の構築
（４） 価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベーション・エコシステムの形成
（５） 次世代に引き継ぐ基盤となる都市と地域づくり（スマートシティの展開）
（６） 様々な社会問題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活用

２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉とな
る研究力の強化 （１）多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築

（２）新たな研究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動型研究等の推進）
（３）大学改革の促進と戦略的経営に向けた機能拡張

３． 一人ひとりの多様な幸せと課題への挑戦を実現する
 教育・人材育成

－

第３章
科学技術・

イノベーション政策

の推進

体制の強化

１．知の価値の創出のための資金循環の活性化 －

２．官民連携による分野別戦略の推進

３．総合科学・イノベーション会議の
司令塔機能の強化

（１） 「総合知」を活用する機能の強化と未来に向けた政策の立案
（２） エビデンスシステム（e-CSTI）の活用による政策立案機能の強化と政策の実効性の確保
（３） 統合戦略の策定と基本計画に連動した政策評価の実施
（４） 司令塔機能の実効性確保

【基本計画 本文】 https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/6honbun.pdf（https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/index6.html）

中目標大目標

我が国の社会を再設計し、地球規模課題の
解決を世界に先駆けて達成し、国民の安全・
安心を確保することで国民一人ひとりが多様
な幸せを得られるようにする。

多様性や卓越性を持った「知」を創出し続ける、
世界最高水準の研究力を取り戻す

日本全体をSociety5.0へと転換するため、
多様な幸せを追求し、課題に立ち向かう人
材を育成する

（３大目標） （１１テーマ）

➢ 第６期基本計画の構成は下表のとおりである。

➢ 第１章で基本的な考え方を示し、第２章で「Society5.0の実現」に向けた大目標を３つの節で示されている。

➢ 指標の変化の要因等を分析するにあたり、１１の項等では「あるべき姿とその実現の方向性」として目標が定められており、

これらを中目標(あるいは分析の対象の単位としての「テーマ」に相当)とする。

第２章
Society5.0 の実現

に向けた科学技術・

イノベーション政策

第６期基本計画の構成
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分析事項 分析の考え方 分析のアプローチ

A-1 基本計画の目標が達成さ

れているか。

⚫ 指標の変化等に着目し、基本計画の目標がど

の程度達成されているか。

⚫ 指標の分析から得られる、目標の達成に向けた

課題は何か。
※ 目標とは、最終的には「Society 5.0の実現」や「大目標」であるとの

認識を意識する一方で、 まずは、「中目標」の達成に向けた、ロ

ジックチャート上の構成要素と想定。数値目標が設定された主要

指標等を中心に定量的・定性的に分析。

⚫ 既に設定されている指標（主要指標、参考

指標）の内訳分析等を実施。

⚫ 先行調査、e-CSTI等から追加データのリスト

アップ。

A-2 基本計画に対応した具体的な

取組（施策群）が着実に実

施されているか。

⚫ 基本計画の目標の達成に向けて、基本計画及び

統合イノベーション戦略（年次戦略）に記載されて

いる具体的な取組（施策群）が着実に実施され

ているか。

⚫ 施策群の構成や濃淡はあるか。過年度との比較し、

施策群が強化されている点は何か。

⚫ 各府省の連携、役割分担は適切か。

※ 個々の施策の是非に着目するのではなく施策群として分析。

⚫ 基本計画及び年次戦略に基づき、具体的

な取組（施策群）を要素分解し、（ロジッ

クチャートのような形で）各省施策を分類・

図式化する。

⚫ 基本計画及び年次戦略の記載内容につい

て、行政事業レビューや科学技術関係予算

等の施策と対応、詳細情報を把握。

A-3 基本計画の進捗に影響を与え

ている要因と、改善に向けて対

応すべき課題は何か。

⚫ 目標の達成に向けて施策群が機能しているか。

⚫ 指標の変化や、施策群の強度等の関係から、進捗

に影響を与えている要因は何か。

⚫ さらに進捗を促す必要がある重要課題と、追加的に

考えられる対策は何か。

⚫ 今後さらに詳細な評価・分析が必要な重要課題等

は何か。

⚫ 指標の変化等や、施策群の実施状況・強

度の関係等を分析。

⚫ 先行文献調査等により詳細情報を加え、重

要課題、追加的に考えられる対策を検討。

B ロジックチャートや指標の設定

等で改善すべき点はあるか。

⚫ 外部環境や進捗状況を考慮して、指標は適切に

設定されているか。ロジックチャートで上位要素と下

位要素に関係性は認められるか。改善すべき点はあ

るか。

⚫ 分析の結果、改善すべき点があれば整理。

深掘り分析の進め方（全体像）

指標による

目標達成状況分析

施策実施状況分析

総合分析

（A1+A2）

手法改善
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全体（A-1～A-3）のまとめ



中目標 具体的な取組

①総合知を活⽤した未来社会
像とエビデンスに基づく国家戦
略の策定・推進

②社会課題解決のためのミッ
ションオリエンテッド型の研究
開発の推進

④知的財産・標準の国際的・
戦略的な活⽤による社会課
題の解決・国際市場の獲得
等の推進

③社会課題解決のための先進
的な科学技術の社会実装

⑤科学技術外交の戦略的な
推進

標準の戦略的・国際的な活⽤

外交を通じたSTIにおける国際協
力が促進される

科学技術外交の戦略的な推進

5

あるべき姿とその実現に向けた方向性

（６）様々な社会問題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活用

様
々
な
社
会
問
題
を
解
決
す
る
た
め
の
研
究

開
発
・
社
会
実
装
の
推
進
と
総
合
知
の
活
用

（６） 社会課題解決に向けたミッションオリ
エンテッド型研究開発とその成果の
社会実装が進む

大目標
我
が
国
の
社
会
を
再
設
計
し
、
地
球
規

模
課
題
の
解
決
を
世
界
に
先
駆
け
て
達

成
し
、
国
民
の
安
全
・安
心
を
確
保
す

る
こ
と
で
、
国
民
一
人
ひ
と
り
が
多
様

な
幸
せ
を
得
ら
れ
る
よ
う
に
す
る

国際的合意形成・
ルール形成等

先進的な技術の社会実装が加速
する

日本企業が海外展開促進及び国
際市場を獲得する

政府や企業において標準を戦略
的・国際的に活⽤する

科学技術外交を通じた経済安全
保障の強化、経済成長が促進さ
れる

STIを活⽤した国家間関係が向上
する

総合知を活⽤した未来社会像が
作成される

世界企業時価総
額ランキング

IMD世界競争力
ランキング

総合知を活用し
た研究課題割合

国・府省・実施機関等の戦略をエ
ビデンスに基づき体系的・整合的
に⽴案する

課題・分野別論
文・知財・標準化

科学技術に関する

国民意識調査

政府事業イノ
ベーション化

戦略分野の
研究開発費

次期SIPでの社会
課題解決推進

次期SIPでの社会
課題解決推進

Society 5.0の共通理解が
促進される

研究インテグリティの自律的確
保が促進される 価値観を共有する国との

ネットワークが強化される

トップ研究者が輩出され、優秀
な人材が引き付けられる

我が国の国際競争力が維持・
強化される

科学技術国際協力
ネットワーク

課題・分野別論

文・知財・標準化

未来社会像とエビデンスに基づく戦略策定

研究データの

公開メタデータ

?

国際 ? ?

?

少子高齢化問題、都市と地方問題、食料などの資源問題などに関する我が国の社会課題の解決に向けた研究開発を推進す
るとともに、課題解決先進国として世界へ貢献し、一人ひとりの多様な幸せ（well-being）が向上する。

SDGs 
Report

GDP

より良い暮
らし指標

【参考指標】

健康寿命

国際
競争力

数

数

割合

国際

国際

数

数

?

数

割合

?
?

社会課題
関連指標

割合

割合数

数

男性 女性

自動運転システムの
世界市場規模予測
水産物・林産物・
農産物の輸出額

食料自給率
（生産額ベース）

交通事故死者数 食料自給率
（カロリーベース）

I-1001

I-1002

I-1003

I-1004

I-1005

I-1060 I-1065

I-1068 I-1067

I-1064

I-1063

I-1061

I-1062

(=I-1005)
I-1066

I-1067

I-1071

I-1066

I-1069
I-1070数
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分析のまとめ分析項目１

明らかにすべき項目 分析結果

A-1 基本計画の目

標が達成され

ているか。

⚫ 自動運転システムの世界市場規模は2018年と2021年を比べると

大幅に台数が増え、交通事故死者数も着実に減少している。

⚫ 食料自給率は2017年度と比べると、2022年度は生産額ベースでは

減少（カロリーベースは横ばい）。目標に向けて後退の兆し。

⚫ 農林水産物の輸出額が増加。とりわけ農産物は8,862億円と最も高

い。

⚫ 研究者間においての総合知の活⽤に関する理解はいまだ十分とは言

えない。

⚫ SIP第3期の研究開発テーマ、研究開発責任者の決定と研究開発が

進展している。

⚫ SIP第2期の各課題に関する研究の成果が発表され、今後研究開発

の社会実装に向けた取組がなされていく見込み。

明らかにすべき項目 分析結果

A-2 基本計画に紐

づ く具 体的な

取 組 （ 施 策

群）が着実に

実施されている

か。

⚫ 戦略分野に巨額の開発費が投

じられている。

⚫ 社会課題関連指標の改善に向

けて様々な施策が実施されてい

る。

⚫ SIP第3期は昨年度のFSを終え

今年度から開始されている。

⚫ 総合知を活⽤した研究への理

解度を上げ、メタデータの情報

公開、共同開発を促す必要が

ある。

明らかにすべき項目 分析結果（イメージ）

A-3 基本計画の進捗

に影響を与えてい

る要因と、改善に

向けて対応すべき

課題は何か。

⚫ 2023年度開始のSIP第3期、2022年度終了のSIP第2期での成果の社会実装、BRIDGE等、研究開発成果の社会実装を加
速させる取組が進められている。その進捗状況や効果について、モニタリングと評価により継続して把握する必要がある。

⚫ バックキャスティングによる課題設定や社会実装を強く意識した研究開発プログラムが実施され、試行錯誤されている。今後はそれら
の手法確⽴と他の研究開発プログラムへの展開が重要である。

⚫ 総合知については政府も広く周知活動に努めているほか、研究開発における総合知の積極的な活⽤を推進しており、その効果は今
後期待できる。総合知の指標については、現状、試行的に活⽤している認知度に加え、異分野融合の状況等に関して、2023年よ
りモニタリングを開始している。今後、より定量的な把握を可能とする指標の検討が必要である。

⚫ 国家戦略に基づいて府省横断で取り組むべき戦略的分野に追加配分が実施され、関連する施策・取組が重点的に進められている。

⚫ エビデンスに基づく重要科学技術領域の抽出・分析や既存の戦略の見直しについては、e-CSTIを⽤いた特定分野の分析が試行
的に行われている。今後、複数分野へのツール試行と施策への活⽤が期待される。

+

分析項目 未来社会像とエビデンスに基づく戦略策定
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A-1基本計画の目標が達成されているか。
～指標による目標達成状況分析～
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①設定されている既存指標について、全体傾向だけではな
く内訳等も収集して達成状況の分析を実施
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1. 各「目標」の記載、ロジックチャートを確認

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

統計

e-CSTI

⚫基本計画の大目標と目標、ロジックチャートに要素として示された目標の記載を確認

内訳・関連するデータの収集

2. 各「目標」に関連する追加データの収集

⚫①設定されている既存指標について、全体傾向だけではなく内訳等も収集して達成状況を分析
⚫②設定されている指標以外に追加データ（追加指標候補案）を収集して達成状況を分析

3.評価専調及び検討会による議論

⚫指標と関連データから、目標の達成状
況を評価専調・検討会で議論

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

先行調査

優秀な若者が、
誇りを持ち博士後期課程に
進学し、挑戦に踏み出す

優秀な若者の博士後期課程への進学

博士号
取得者 割合

優秀な若者が、博士後期課程
進学後の将来の活躍に展望が
描ける状況となる

優秀な若者が、博士後期課程に
経済的な心配をしない

博士課程学生への
経済的支援

産業界の博士号
取得者採用者

若手    教員
        教員

若手教員
比率

割合

割合

割合

?

E

F

G

H

I

A-1基本計画の目標が達成されているか。

指標による目標達成状況分析

イメージ

以下の視点を加えて総合的に検討
✓ 指標の内訳や特定の区分（セグメント）にお

いて、進捗に偏りやばらつきはないか。
✓ 一時的・特殊要因が指標に影響を与えてい

ないか。
✓ 他の要因によって指標と目的の対応関係が

変化していないか。

※第6期基本計画では目標が具体的に記載され、ロジックチャートが作成されている。
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A-1基本計画の目標が達成されているか。

対応するロジックチャー
トの要素

指標ID 指標
目標
達成※1

時系列
変化※2 内訳等分析から明らかになった点

社会課題解決に向け
たミッションオリエンテッ
ド型研究開発とその成
果の社会実装が進む

I-1060 戦略分野の研究開発費 不明 不明
⚫ 2021年より新たに追加されたグラフ。「AI」が1,744億円、「バイオテ

クノロジー」が2,482億円、「量子技術」が1,168億円。
⚫ とりわけ「マテリアル等分野」が1兆3,184億円と突出している。

I-1065 社会課題関連指標

達成見込
み（自動
運転シス
テム）

課題あり
（食料自
給率）

増加→

減少→

停滞→
減少→

増加→

⚫ 自動運転システムの世界市場規模は2018年と2021年を比べると
大幅に台数が増えており、目標達成に向けて順調に推移している。

⚫ 交通事故死者数は2022年は2,610人と、2017年に比べて着実
に減少している。

⚫ 食料自給率は2017年度と比べると、2022年度は生産額ベースで
は減少（カロリーベースは横ばい）。目標に向けて後退の兆し。

⚫ 農林水産物の輸出額が増加。とりわけ農産物は8,862億円と最も
高い。

I-1068
科学技術に関する国民意識調
査

課題あり ー
⚫ 男性は73.6%と関心が高いが、女性：59.9%と低い。女性の関

心を高めていくような取組が今後更に求められる。

総合知を活⽤した未
来社会像が作成され
る

I-1064
総合知を活⽤した研究課題割
合

課題あり ー
⚫ 設定時の異分野の協働は4.4、実施時の異分野の協働は4.3と

なっていて、研究課題の設定時と実施時は同程度であった。

① 指標の概況（内訳等分析を含む分析結果） 分析項目1 未来社会像とエビデンスに基づく戦略策定

※2 「時系列変化」は原則直近5年程度の変化を踏まえて記述。
増加：増加している状況
減少：減少している状況
停滞：大きな変化がなく横ばいの状況
不明：過去データがなく時系列変化が不明の場合

※1 「目標達成」は基本計画で示された目標の達成可能性について記述。
課題あり ：同様の傾向が続けば目標達成が難しい状況
達成見込み ：同様の傾向が続けば目標達成が見込める状況
― ：目標設定がない場合
不明：過去データがなく時系列変化が不明の場合

※3 これらはいずれも2023年度時点で得られるデータをもとに整理したもの。今後の状況変化によって概況も変わり得る。基本計画に紐づく施策群の推進による今後の効果等は含まれていない。



11I-1060 戦略分野（ＡＩ、バイオテクノロジー、量子技術、マテリアル等）
における研究開発費

参考指標

（出典）総務省「科学技術研究調査」を基に作成。

A) 過去の値
（5年前程度）

B) 最新値
A) から B) の

増減傾向
6期基本計画

の目標値

AI分野における研究費 : ー
バイオテクノロジー分野における研究費 :ー
量子技術分野における研究費 : －
マテリアル等分野における研究費：ー

1,744億円【2021年度】
2,482億円【2021年度】
1,168億円【2021年度】

1兆3,184億円【2021年度】

ー ー



12I-1068 科学技術に関する国民意識調査参考指標

（注）最新の調査では、2020年3月(N=1,500)、2020年12月(N=3,000)を対象としたインターネット調査を行った。

（出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所「科学技術に関する国民意識調査 －DXについて－ 」 （DISCUSSION 
PAPER No.205）

「科学技術に関するニュースや話題に関心がありますか」の性別の平均値の時間変化

A) 過去の値
（5年前程度）

B) 最新値
A) から B) の

増減傾向
6期基本計画

の目標値

ー
男性：73.6%、
女性：59.9%、
全体：66.8% 【2021/12】

ー ー



13I-1064 総合知を活用した研究課題の割合参考指標

A) 過去の値
（5年前程度）

B) 最新値
A) から B) の

増減傾向
6期基本計画

の目標値

ー
異分野の協働（社会的課題に基づいた研究課題の設定時）：4.4
異分野の協働（社会的課題に基づいた研究課題の実施時）：4.3

ー ー

（注）2021年度調査の指数を示している。指数とは6点尺度質問の結果を0～10ポイントに変換した値である。
 また、以下の質問に対する回答を示している。

異分野の協働（社会的課題に基づいた研究課題の設定時）
Q604: 社会的課題に基づいた研究課題の設定に際し、異分野が協働する取組(人文・社会科学と自然科学の協働も含む)は
十分に進展していると思いますか。

異分野の協働（社会的課題に基づいた研究課題の実施時）
Q605: 社会的課題の解決を目的とした研究開発の実施に際し、異分野の連携による取組(人文・社会科学と自然科学の連携
も含む)が十分に行われていると思いますか。

（出典）文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査 2021）」、
NISTEP REPORT、No.194
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I-1061 世界企業時価総額ランキング

国別｜世界企業時価総額ランキング

2021年は3社だったが、2023年は1社に減少。

参考指標

（出典）Wright Investors' Service社

A) 過去の値
（5年前程度）

B) 最新値
A) から B) の

増減傾向
6期基本計画

の目標値

上位100社に米国は59社、中国は13社、日
本は3社【2021年度末】

上位100社に米国は64社、中国は13社、
日本は1社【2023年12月】 ↘ ー



15参考指標 I-1005/I-1062 IMD世界競争力ランキング

A) 過去の値
（5年前程度）

B) 最新値
A) から B) の

増減傾向
6期基本計画

の目標値

日本の総合順位：25位【2018】 35位【2023】 ↘ ー

（出典）IMD 「世界競争力年鑑」 各年版を基に作成。

IMD「世界競争力年鑑」日本の総合順位の推移
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16I-1070国益を最大化できるような科学技術国際協力ネットワークの戦略的構築主要指標

A) 過去の値
（5年前程度）

B) 最新値
A) から B) の

増減傾向
6期基本計画

の目標値

ー
我が国の被引⽤数Top1％補正論文中の

国際共著論文数の割合（全分野、分数カウント）:
47.9％【2018年】

ー 着実に増やしていく 

（注）クラリベイト社Web of Science XML（SCIE, 2020年末バージョン）を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。Article, 
Reviewを分析対象としている。データベース収録の状況により単年の数値は揺れが大きいため、3年移動平均値を⽤いている。
（出典）文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学研究のベンチマーキング2021−論文分析でみる世界の研究活動の変化と
日本の状況」（調査資料312）を基に内閣府にて作成。



17

② 設定されている指標以外に追加データを収集して達成状
況の分析を実施
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A-1基本計画の目標が達成されているか。

② 追加データ案概況（分析結果）

分析項目1 未来社会像とエビデンスに基づく戦略策定

対応するロジックチャートの要素 追加指標等候補 データ/情報出典等 備考

社会課題解決に向けたミッションオ
リエンテッド型研究開発とその成果
の社会実装が進む

（1）
戦略分野（AI）の研究開
発

人工知能研究開発ネットワーク

⚫ 現在大学・民間等併せて、111の会員がネット
ワークを形成。これによりAIの研究開発に関する
統合的・統一的な情報発信や、意見交換の推
進等が活性化し、日本の英知の糾合が進んで
いる。

（2）
戦略分野（バイオテクノロ
ジー）の研究開発

JAREC公益財団法人全日本科学技術
協会「科学技術・イノベーション政策につ
いて」

⚫ 新たなバイオコミュニティーが認定され着実に増
加している。産学官の連携体制の構築がなされ
ている。

（3）
戦略分野（量子技術）
の研究開発

CRDS研究開発戦略センター「論文・特
許マップで見る量子技術の国際動向」

⚫ 特許数は量子基盤技術/量子マテリアルが、論
文数は量子コンピュータ/量子暗号・通信/量子
基盤技術が、2020年から減少している。

（4）
戦略分野（マテリアル等）
の研究開発

文部科学省・科学技術・学術政策研究
所「科学技術指標2023 」
文部科学省「ARIM Japan マテリアル先
端リサーチインフラ」

⚫ ミディアムハイテクノロジー産業（MHT産業）が
輸出の柱となっており、2021年では55.7％と半
数以上の割合を占めている。

⚫ MHTの貿易収支比は全体的に見て減少傾向
にあるものの、各国と比べると継続して主要国第
1位となっている。

⚫ 7つの重要技術領域となる中核大学を中心に
全25法人によるインフラ体制が整い、共⽤に
伴って創出されるマテリアルデータ集積の構築が
着実に行われている。

（5）
SIP第3期（令和5年～）
課題の概要・取組状況

内閣府「次期SIP（SIP第3期）各課題
の概要」

⚫ SIP第3期の研究開発テーマ、研究開発責任者
の決定と研究開発が進展している。
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A-1基本計画の目標が達成されているか。

② 追加データ案概況（分析結果）

分析項目1 未来社会像とエビデンスに基づく戦略策定

対応するロジックチャートの要素 追加指標等候補 データ/情報出典等 備考

総合知を活⽤した未来社会像が
作成される

（6）
I-1064 総合知を活⽤した研
究課題の割合

JST共創の場形成支援プログラム

⚫ 研究開発に取り組む研究者のうち、 大学の
自然科学研究者全体の指数は「設定時」は
4.4、「実施時」においては4.2。

⚫ 全体的に見て、半数以上が総合知を活⽤し
て共同して取り組んでいるという認識が十分
ではないことが分かる。

（7）
他組織との連携・外部知識
等の活⽤状況

NISTEP科学技術・学術政策研究所「民間
企業の研究活動に関する調査報告2022」

⚫ 研究開発の促進を目的とした他組織との連
携について、国内の大学等(72.8%)が最も大
きく、続いて大企業(68.0%)、中小企業 

(48.8%)。
⚫ 既存事業向けの研究開発の協力が多く、新

規事業の新たな創出に向けた総合知の活
⽤が弱いことが分かる。

⚫ 資本金100億円以上の企業では、新規事
業・既存事業の「両方」向けの実施企業割
合が最も高い。

⚫ 問題点として「自社の技術が流出する」「契
約等の時間や手間が大変」ということが、連
携を難しくしている大きな要因。



20（5）SIP第3期（令和5年～）課題の概要・取組状況

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第3期（令和5年～）課題取組一覧

（出典）内閣府「次期SIP（SIP第3期）各課題の概要」を元にアットグローバルにて作成

追加データ



21（6）I−1064 総合知を活用した研究課題の割合追加データ

●社会的課題に基づいた「研究課題の設定時」の質問においては、 第一線で研究開発に取り組む研究者のうち、 大学
の自然科学研究者全体の指数は4.4（十分ではないとの認識）。
●「研究開発の実施時」の質問においては、 第一線で研究開発に取り組む研究者のうち、 大学の自然科学研究者全
体の指数は4.2（十分ではないとの認識）。
●今回の指数を2021年度調査時の指数と比較すると、指数の絶対値に0.3以上の差が見られる属性は存在しない。

異分野の協働（社会的課題に基づいた研究課題の設定時・実施時の指数）

（出典）NISTEP科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2022）」（報告書全文）

注）セル内の数字は各属性の指数 (6点尺度の回答を0～10ポイントに変換した値の平均値）と2021年度調査との差異（カッコ内）である。 2021年度調査より指数が0.3以上上昇した
場合にセルの背景を青色とし、0.3以上下降した場合に赤色としている。

●社会的課題の解決を目的とした研究開発の実施に際し、異分野の連携による取組（人文・社会科学と自然科学の連携も含む）が十分に行われていると思いますか。

●社会的課題に基づいた研究課題の設定に際し、異分野が協働する取組（人文・社会科学と自然科学の協働も含む）は十分に進展していると思いますか。



22

A-2基本計画に対応した具体的な取組（施策群）が
着実に実施されているか。
～施策実施状況分析～
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1. 各「具体的な取組」の記載を確認
⚫基本計画の「具体的な取組」、統合戦略の「実施状況・現状分析」の該当記載を確認

A-2 基本計画に紐づく具体的な取組（施策群）が着実に実施されているか。

施策実施状況分析

具体的な取組

①博士後期課程学生の処遇
向上とキャリアパスの拡大

②大学等において若手研究者
が活躍できる環境を整備

優秀な若者が、
誇りを持ち博士後期課程に
進学し、挑戦に踏み出す

優秀な若者の博士後期課程への進学

博士号
取得者 数

優秀な若者が、博士後期課程
進学後の将来の活躍に展望が描
ける状況となる

優秀な若者が、博士後期課程に
経済的な心配をしない

E

博士課程学生への
経済的支援

産業界の博士号
取得者採用者

若手教員比率

割合

若手    教員
        教員

F

G

H

I

割合数

?

数イメージ

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

科学技術関係予算情報

予算施策情報

当該「実施状況・現状分析」に関連する主要施策候補

2. 各「具体的な取組」に対応する施策の特定
⚫統合戦略の「実施状況・現状分析」に対応する施策（主要施策）を収集

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

行政事業レビュー

予算施策情報

公表情報や省庁担当者等から非
予算情報について情報収集

非予算情報

3. 「具体的な取組」毎の主要施策の分類・図式化

⚫「具体的な取組」毎に情報整理
✔ 事業名・制度名リスト
✔ 投入予算
✔ 成果目標
✔ 成果実績（アウトカム）と成果指標
✔ 達成状況

3.評価専調及び検討会による議論

⚫主要施策の関連データから、施策の
達成状況を評価専調・検討会で議論

以下の視点を加えて総合的に検討
✓ ロジックチャートで示された基本計画のそれぞれの目標や具体的取組に対してどのような

事業が実施され、どの規模の予算が投じられているか
✓ 時系列で増加しているか・減少しているか

※第6期基本計画では「具体的な取組」において担当府省が具体的に記載されている。
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A-2基本計画に紐づく具体的な取組（施策群）が着実に実施されているか

施策の概況（分析結果） 分析項目1 未来社会像とエビデンスに基づく戦略策定

対応する
ロジックチャートの要素

施策群 施策群等の分析から明らかになった点

社会課題解決に向けたミッ
ションオリエンテッド型研究開
発とその成果の社会実装が

進む

次期SIPをはじめと
する様々な枠組み
で研究開発を推進

⚫ 2023年度から開始されたSIP第3期の14課題について、社会実装に向けて、技術開発のみならず、事業、制度、社会
的受容性、人材の視点から、関係省庁の取組と連携しながらプログラムを推進している。現状ではすべての課題において
サブ課題やテーマ、研究開発責任者が決定され、本格的な研究がこれから開始されるための取組がなされている。すでに
シンポジウムやキックオフイベントが行われているところもあり、社会の課題解決に向けて進捗している。

CSTIによる各府
省庁の施策を誘
導・事業の加速

⚫ CSTIが策定した各種戦略等を踏まえ、2022年度においては、AI技術、インフラ・防災技術、バイオ技術、量子技術領
域の4領域の33施策に追加配分が実施されたことや、2022年12月に「基本方針」及び「運⽤指針」を改正し、
BRIDGE（橋渡しプログラム）に見直しがなされたことで、社会課題解決や新事業創出に向けた重点課題が設定され、
DX化などの政策転換やスタートアップ事業創出等が推進されていく予定。

SIP第2期の各課
題成果の社会実
装と状況調査

⚫ SIP第2期の各12課題が終了し、そこで得られた成果を今後整備し、社会実装に向けた体制により継続して推進されて
いく。BRIDGE（橋渡しプログラム）の2023年度重点課題として「SIPの社会実装」が設定され、予算の配分とともに成
果の社会実装が随時推進されていく見込み。

総合知を活⽤した未来
社会像が作成される

「総合知」を戦略
的に推進する方策

の取りまとめ

⚫ 総合知を活⽤する「場」の構築を推進するため、各地の大学や業界団体等と協力し、ウェビナー、ワークショップ等（総合
知キャラバン）を開催し、ポータルサイト等で社会に発信している。今後も総合知の「場」を構築するとともに、人文・社会
科学や総合知に関連する指標をモニタリングし、更に定量評価可能な指標の構築も薦めていくことが必須と思われる。

⚫ NISTEP定点調査において、異分野の協働の側面から「総合知」の活⽤状況についての調査が実施されていることから、
今後も注視する必要があると思われる。

知見を有する研究
者、研究機関等の
参画を得る体制の

構築
（共創の場形成
支援プログラム）

⚫ 未来社会創造事業において、社会・産業ニーズを踏まえた経済・社会的にインパクトのある技術的にチャレンジングな目標
をバックキャストで設定し、人文科学・社会科学の知見の取り込みや民間投資を誘発しつつ、基礎研究段階から実⽤化
が可能かどうかを見極められる段階（POC）に至るまでの研究開発を推進している。

⚫ 「共創の場形成支援プログラム」においては、2023年度には、新たに6拠点（2022年は21拠点）が採択され、また
2023年2月に改定された地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージなどを踏まえた連携強化が図られることで、
総合知の積極的な活⽤がさらに推進されていく。

G空間行動プラン
2022の策定

⚫ 第4期地理空間情報活⽤推進基本計画（2022年3月18日閣議決定）及び2022年6月に決定したG空間行動プ
ランに基づき、産学官民が連携し、多様なサービスの創出・提供の実現を目指して、地理空間情報のポテンシャルを最大
限に活⽤した技術の社会実装を推進している。すでに各シンボルプロジェクトにおいて、目標値に向けた整備が行われてい
くなど、災害時に有効活⽤できる地理空間情報が構築されている。

国・府省・実施機関等
の戦略をエビデンスに基
づき体系的・整合的に

⽴案する

国家戦略に基づく
研究開発の推進

⚫ 2023年度から開始したSIP第3期の14課題については、社会実装に向けて、関係省庁の取組と連携しながら、プログラ
ムを推進しており、たの分野に関してもアクションプランの構築や、研究開発が着実に実施されている。

重要科学技術領
域の抽出・分析

⚫ e-CSTIを活⽤した情報セキュリティ分野に関する試行的な分析を実施し、CSTIの有識者議員懇談会等で説明するとと
もに、関係機関に共有した。またTop10％論文を対象とした分析ツールをCSTI事務局内で共有し、各種施策への活⽤
を開始した。今後e-CSTIがあらゆる分野で⽤いられ、分析がなされると思われる。
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A-3基本計画の進捗に影響を与えている要因と、
改善に向けて対応すべき課題は何か。

～総合分析～
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・・・・・・・・
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・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

先行文献・統計
（当該取組に関わる

先行研究論文・調査報告書等）

2. 重要な要因についての文献調査・分析
⚫重要な要因に対して先行文献・統計からデータ・事例・分析を収集

⚫目標達成状況の原因は何か
⚫現場ではどのような取組が行われているか
⚫海外ではどのような解決策がとられているか

⚫重要課題、追加的に考えられる対策を評価専調・検討会で議論検討。

3. 評価専調及び検討会による議論

A-3 基本計画の進捗に影響を与えている要因と、改善に向けて対応すべき課題は何か。

1. A-1目標達成状況分析とA-2施策実施状況分析の関係

⚫指標の変化等や、施策群の実施状況・強度の関係等を分析。

総合分析

不十分← A-2 施策の実施状況 →十分

十分
↑

A-1

目標の
達成状況

↓

不十分

項目1

項目2

項目3イメージ
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科学技術イノベーション創造推進費への期待

⚫ CSTIが、科学技術・イノベーション政策の司令塔機能を強化するため、府省や分
野の枠を超えて自ら配分できる予算を持ったこと、またそれにより、基礎研究から
社会実装までを見据えた一気通貫の取り組み（SIP）や官民による研究開発
投資の拡大をはかる取り組み（PRISM）につながったことを高く評価。

⚫ 一方で、新型コロナウイルスによるパンデミックは、社会課題の解決、持続的な成
長、雇⽤の拡大等につながるべき我が国のイノベーション創出力や社会実装力の
弱さを露呈させた。これまでの創造推進費の対象事業が課題解決を指向した方
向性は妥当であったが、同時にその徹底や変化のスピードへの対応が不十分。

⚫ 科学技術基本計画を科学技術・イノベーション基本計画に改正した趣旨と同様
に、この創造推進費が名称にイノベーションを冠していることは、この事業が研究
開発のみならず、エコシステムの整備と課題解決の実装につながる「イノベーション
創造事業」であることを示している。すなわち、創造推進費は旧来の研究開発プ
ログラムとは一線を画していることを、すべての関係者が認識して再スタートすべき。

⚫ また、事業成果の社会実装には府省間の連携が必要なことから、内閣府の事
業として府省横断型の協働を今後も継承しつつ、内閣府のプログラムのみでは政
策面の支援が十分でない分野には、他の省庁の事業や補助金等との連携や活
⽤も必要。

創造推進費が対象とすべき分野 ※一部抜粋

⚫ 国として取り組むべき具体的なテーマを対象とするが、テクノロジーのキーワード
（例：ＡＩ、量子、バイオ）からテーマを抽出するのではなく、社会やくらし・
産業・行政等の「現場指向で解決すべき社会課題」や、その解決を通して
「産業競争力の強化をはかるべき分野」のテーマを基本とすべき。

【先行調査１】提言 社会実装に向けた「科学技術イノベーション創造推進費のあり方」
一般社団法人産業競争力懇談会（COCN）

調査の概要
第６期科学技術・イノベーション基本計画の完遂に貢献すべき国の事業である「科学技術イノベーション創造推進
費（以下「創造推進費」）」を、今後も維持・拡大し、社会課題の解決と社会実装力の強化をはかろうとするもの
への提言。

結論・示唆 （以下を提言）

出所）一般社団法人産業競争力懇談会（ＣＯＣＮ）提言 社会実装に向けた「科学技術イノベーション創造推進費のあり方」 http://www.cocn.jp/material/aa7d63efc8e9332f54c40edefb448ccb789b4ae7.pdf

実装力強化に向けた創造推進費

⚫ 社会実装の定義を明確化する

⚫ 着手前にプログラムをデザイン（設計）するフェーズを設ける

⚫ PD（Program Director）は常設しデザインフェーズからドリームチームを牽
引する

⚫ 実装に向け、プログラムの設計、運営を抜本的に見直す

⚫ 実装への進捗をフォローし、厳密な評価とフィードバックを行う

官民による投資の拡大

⚫ 産学官の連携はデザインフェーズで設計する

⚫ 産業界から関心分野をしっかり発信する

⚫ 産業界の力を引き出す投資の必要性

分析項目1 未来社会像とエビデンスに基づく戦略策定
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⚫総合知は、単なる文理融合では無く、社会の変革をもたらす「新たな価値の創出」を目指す概念

⚫ イノベーションは知の結合による社会経済の変革であり、その知の一つとして科学技術は重要な位置を占める。総合知とは共通す
るところも多い。

⚫大学は我が国の知的基盤を担い、産学連携等を通じてイノベーションの創出に貢献する役割が期待されている。

【先行調査２】赤池（NISTEP/内閣府）「総合知」の基本的考え方及び戦略的に推進する方策 中間
とりまとめのポイント

調査の概要
第6期科学技術・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ基本計画を踏まえ、総合科学技術・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ会議有識者議員懇談
会での検討を経て中間とりまとめを実施。

結論・示唆 総合知の活⽤は目的ではなく、新たな価値の創造や課題解決により社会変革するための手段。

出所）https://web.tohoku.ac.jp/urahss/diary/2022/04.pdf

分析項目1 未来社会像とエビデンスに基づく戦略策定
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⚫ SIP第１期の全１１課題の研究成果の社会実装に向けてSIP終了後の進捗について評価

⚫ 「社会実装の進捗状況」「今後の展望」「改善方策案」等について、課題ごとに調査分析を実施

【先行調査３】令和４年度 SIP第1期 追跡評価

調査の概要
SIP第１期（2014～2018年度）終了後の研究成果の社会実装を推進することを目的として、課
題評価及び制度評価（追跡評価）を実施。

結論・示唆
第1期11課題の社会実装に向けた進捗状況について評価を行ったところ、課題ごとに違いはあるもの
の、いずれの課題でも社会実装に向けた進捗が見られている。

出所）内閣府「SIP第1期追跡評価について」, https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/230302/shiryo1.pdf

⚫ 課題側から得る情報について、各評価項目間の繋がり
を考慮し、課題内のテーマ毎に以下の関係図（ストー
リーボード）を作成し、分析を実施

⚫ 特にマネジメント等の面について、アウトプット(具体的な
研究成果)やアウトカム(研究成果を基にした社会実装、
学術・技術的な価値、人材育成等）を創出する土台
とし、それぞれの関係性を分析

分析項目1 未来社会像とエビデンスに基づく戦略策定
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⚫評価は、SIP第２期における評価軸の継続性を考慮して、過年度と同様の評価方法。

⚫満点315点に対する得点率を７段階のランクの閾値として評価。

⚫令和４年度SIP第２期最終課題評価WGにおける12課題の平均点をＡ評価の中心として、±10%毎にランクを設定。相対評価
で評価の範囲が変動するため、全体平均点が高くなったことでSランク評価の範囲が消失し、最終年度は６段階評価。

【先行調査４】令和４年度 SIP第２期 最終課題評価

調査の概要
SIP第2期ではステージゲートを実施した３年目に一時的に評価が下降。制度評価を踏まえた制度
改正により、全体平均点が向上。「社会実装責任者の設置」、「社会実装体制の明確化」を促した
ことで、研究成果の社会実装に向けての取組が加速した。

結論・示唆 課題内で社会実装をより意識したことで取組が加速し、課題評価の平均点も向上。

出所）https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/230302/shiryo3.pdf

分析項目1 未来社会像とエビデンスに基づく戦略策定
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【先行調査４】令和４年度 SIP第２期 最終課題評価（続き）

調査の概要 SIP第2期での主な成果

結論・示唆 国家レジリエンス、自動運転等各課題において、社会実装に向けた体制の構築が進んでいる。

出所）内閣府「戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）概要」, https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/iinkai3/smartenergy_1/sanko1.pdf

分析項目1 未来社会像とエビデンスに基づく戦略策定
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【先行調査５】令和４年度 SIP第２期 制度設計への提言

調査の概要 SIP第3期制度設計への提言

結論・示唆 SIP第1期追跡評価を踏まえた、 SIP第3期制度設計における社会実装の推進強化への提言

出所）内閣府「戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）概要」, https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/iinkai3/smartenergy_1/sanko1.pdf

分析項目1 未来社会像とエビデンスに基づく戦略策定
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【先行調査６】社会実装に向けた５つの視点：基本的考え方

調査の概要
SIP第3期では、社会実装に向けた戦略として、技術だけでなく、制度、事業、社会的受容性、人材の５つの視点
から必要な取組を抽出するとともに、各視点の成熟度レベルを⽤いてロードマップを作成し、府省連携、産学官連携
により、課題を推進。

結論・示唆
従来のPJでの技術の研究開発のみでは社会実装につながらない点に着目し、5つの観点からの研究開発の進捗度
を測るコミュニケーション手段として成熟度レベルを導入。

出所）https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/sipgaiyou.pdf

分析項目1 未来社会像とエビデンスに基づく戦略策定
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A-3 基本計画の進捗に影響を与えている要因と、改善に向けて対応すべき課題は何か。

分析項目1 未来社会像とエビデンスに基づく戦略策定

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と施策の関係の分析

社会課題解決に向けたミッションオリエンテッド型研究
開発とその成果の社会実装が進む

⚫ 社会課題解決を目的とした研究開発事業施策が展開されている。2023年度開始のSIP第3

期は、当初から社会実装に重点をおいた研究開発が各課題で進められ、SIP第2期での成果の
社会実装が「BRIDGE」で重点課題に設定されているように、研究開発成果の社会実装を加速
させる取組が進められている。その進捗や効果について、モニタリングと評価により継続して把握
する必要がある。

⚫ バックキャスティングによる課題設定や社会実装を強く意識した研究開発プログラムが実施さ
れ、試行錯誤されている。今後はそれらの手法確⽴と他の研究開発プログラムへの展開が重
要である。

⚫ 総合知は、NISTEP定点調査では「研究者間での総合知の活⽤に関する理解は十分ではな
い」ものの、広く周知活動に努めているほか、総合知を制度設計に含む公募型研究事業の実
施、人文科学・社会科学の知見の取り込み等、研究者での分野間連携も進められ、研究開
発における総合知の積極的な活⽤を推進していることで、その効果は今後期待できる。

⚫ 総合知の指標については、現状、試行的に活⽤している認知度に加え、異分野融合の状況等
に関して、2023年よりモニタリングを開始している。今後、より定量的な把握を可能とする指
標の検討が必要である。

⚫ 国家戦略に基づいた府省横断で取り組むべき戦略的分野に追加配分が実施され、関連する
施策・取組が重点的に進められている。

⚫ エビデンスに基づいて取り組むべき重要科学技術領域の抽出・分析や既存の戦略に見直しには、
現在、e-CSTIで特定の分野で試行的に行われている。今後、複数分野で把握可能なツール
試行後に施策への活⽤が期待される。

総合知を活⽤した未来社会像が作成される

国・府省・実施機関等の戦略をエビデンスに基づ
き体系的・整合的に⽴案する
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